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 １ 条例の背景・経緯 

 

 

   リーマンショック後の景気低迷の中、国の経済政策等が実施され、景気は回復の兆

 しが見られるものの、事業者の経営環境は厳しい状況が続いております。 

  このような状況下において、地方公共団体が発注している工事、業務委託等の入札

 においては価格競争が激化し、その影響から労働者の労働環境の悪化が深刻な問題に

 なっております。 

  労働環境の悪化は、雇用の不安や労働意欲の減退だけにとどまらず、ひいては事業

 の質の低下につながり、市民の皆さまからお預かりした貴重な税金が適正に還元でき

 なくなる可能性もあることから、一定の歯止めをかける必要があります。 

  このため、本市では、公契約の基本的なあり方を中心に、市と事業者の両者が協力、

 又はそれぞれの責務を果たすことにより、適正な労働環境を確保し、市民サービスの

 質の向上を図り、もって「地域の豊かさ」を創出することを目的とした「草加市公契

 約基本条例」を制定しました。 

 

 

 

 ２ 用語の定義 

 

 

  この手引における用語の定義は、以下のとおりです。 

公 契 約 

市が発注する工事又は製造の請負、業務委託その他の契約及び地 

方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項に規

定する指定管理者と締結する協定 

市 長 等 
市長及び地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第７条に

規定する管理者 

事 業 者 公契約を受注し、又は受注しようとする者 

下請負者 
下請、再委託その他いかなる名義によるかを問わず、市以外の者

から公契約に係る業務の一部について請け負う者 

労 働 者 

ア 事業者又は下請負者に雇用され、公契約に係る業務に従事す 

 る労働基準法（昭和２２年法律第４９号）第９条に規定する労 

 働者（同居の親族のみを使用する事業又は事業所に使用される 

 者及び家事使用人を除く） 

イ 自らが提供する労務の対価を得るため、事業者又は下請負者 

 との請負の契約により公契約に係る業務に従事する者 
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 ３ 条例の概要 

 

  

  草加市公契約基本条例の主な内容は、以下のとおりです。 

事項 主な内容 

目的 

（第１条） 

公契約に係る基本理念を定め、市及び事業者等の責務のほか、双 

方対等な立場において締結する公契約の基本的なあり方を明らか

にすることにより、市民サービスの質を向上させるとともに、地

域経済の健全な発展及び市民の福祉の増進を図り、もって地域の

豊かさを創出すること 

定義 

（第２条） 
用語の定義参照 

基本理念 

（第３条） 

①公契約の過程における透明性を確保し、公正・公平な競争を促   

 進すること 

②良好な品質及び適正な履行を確保し、市民サービスの質の向上  

 に資すること 

③市内業者の育成を図り、地域経済の健全な発展に寄与すること 

④地域における雇用を促進・安定させるとともに、労働者の労働  

 環境の整備を図ること 

市の責務 

（第４条） 

①この条例の目的を達成するため、前条の基本理念にのっとり公  

 契約に係る施策を総合的かつ計画的に策定し、実施する。 

②この条例の実効性を担保するため、この条例の目的等について

 事業者等及び労働者へ積極的に周知する。 

事業者等の責務 

（第５条） 

①公契約に携わる者としての社会的責任を自覚し、誠実に職務を

 遂行するよう努める。 

②前項に定めるもののほか、市が実施する公契約に係る施策に協

 力するよう努める。 

③この条例の実効性を担保するため、この条例の目的等について  

 労働者に周知するよう努める。 

入札及び契約手続

（第６条） 

 

市長等は、入札及び契約における談合等不正行為の排除の徹底を

図り、公正かつ公平な競争を促進するとともに、契約の過程及び

内容の透明性を確保する。 

予定価格の適正化 

（第７条） 

市長等は、品質及び適正な履行を確保するため、取引の実例価格

等を適切に反映させた合理的な積算根拠に基づき、契約金額を決

定する基準となる予定価格を算出する。 
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情報の公表 

（第８条） 

 

市長等は、市民への説明責任を果たすとともに、事業者等との相

互の信頼を築き、公正な公契約の実施状況を明らかにするため、

公契約に関する情報を公表する。 

 

品質の確保 

（第９条） 

市長等は、経済性に配慮しつつ、事業者の能力、社会貢献の取組

等価格以外の多様な要素を考慮し、価格及び品質が総合的に優れ

た内容を評価する契約方式を活用する。 

 

履行の確保 

（第１０条） 

 

事業者等は、適正かつ効率的な履行体制を確立させることに 

より、契約内容に適合した履行を確保し、事業の質の向上に努 

める。 

労働環境の確保 

（第１１条） 

事業者等は、労働基準法その他関係法令を遵守し、労働者の適正

な労働環境の確保に努める。 

労働賃金基準額 

（第１２条） 

市長は、規則で定める公契約に係る事業者等が労働者に支払う賃

金の基準額を定めることができる。 

労働環境の確認 

（第１３条） 

市長等は、事業者に対し、前２条の労働環境の確認を行うため、 

必要な報告を求めることができる。 

 

雇用環境の確保 

（第１４条） 

 

事業者は、継続性のある業務に関する公契約を締結する場合は、

当該業務に従事する労働者の雇用の安定及び地域の雇用の維持並

びに当該業務の質の確保に努める。 

下請負者との契約 

（第１５条） 

 

事業者等は、建設業法（昭和２４年法律第１００号）その他関係

法令を遵守し、適正な元請下請関係を構築するため、下請負者と

各々の対等な立場における合意に基づいて、公正な下請契約を締

結するよう努める。 

市内業者の活用 

（第１６条） 

 

①市長等は、予算の適正かつ効率的な執行に留意しつつ、地域経

 済の健全な発展に配慮し、市内業者の受注機会を確保する。 

②事業者等は、下請負者を選定するとき、又は資材等を調達する

 ときは、地域経済の健全な発展に配慮し、できる限り市内業者

 を活用するよう努める。 

公契約審議会 

（第１７条～第２４条） 

 

①審議事項 

  労働賃金基準額の設定、その他公契約に係る重要事項につい

  て調査審議 

②審議会委員 

  事業者、労働者、学識経験者の６人以内で構成 

③任期 

  ２年 
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 ４ 適用範囲  

 

 

   公契約基本条例の適用を受ける公契約は、次のとおりです。 

公契約の種類 適用範囲 

工事又は製造の請負契約 予定価格が１億５千万円以上の契約 

業務委託契約（建設関連コンサルタ

ント、土木施設維持管理を含む。） 
予定価格が１千万円以上の契約及び協定 

指定管理協定 

上記の他、適正な賃金等の水準を確保するため、市長が特に必要であると認めるもの 

  

 ※１ 予定価格は、税込み（消費税及び地方消費税相当額）の金額です。 

 ※２ 契約方法（一般競争入札、指名競争入札、随意契約等）にかかわらず、公契約   

   基本条例の適用となります。 

 ※３ 適用となる案件については、その旨を入札の公告、指名通知書、指定管理者の  

   指定の申請に係る告知等に記載し、事業者に通知します。事業者は、公契約基本   

   条例が適用される案件であることを承知した上で、参加することになります。 

 ※４ 適用公契約を締結した事業者は、適用公契約に係る業務の一部を下請、再委託  

   等により下請負者に請け負わせる場合には、公契約基本条例が適用される契約で  

   あり、下請負者にも規定が適用される旨を周知する必要があります。 

 

 

 

 ５ 適用労働者の範囲 

 

 

 （１）公契約基本条例の適用を受ける労働者は、次のとおりです 

事業者及び下請負者に雇用され、適用公契約に係る業務に従事する労働基準法第９条

に規定する労働者（正社員、日雇い労働者、パート、アルバイト、派遣労働者等） 

自らが提供する労務の対価を得るため、事業者又は下請負者との請負の契約により適

用公契約に係る業務に従事する者（いわゆる一人親方） 

 

 ※１ 工事に従事する適用労働者は、公共工事設計労務単価で区分される５１種に該

   当するものを対象とします。 

 ※２ 適用労働者は、事業者に雇用される者だけでなく、下請負者に雇用される者も

   含みます。 
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 （２）次に掲げる者は、公契約基本条例の規定が適用されません 

同居の親族のみを使用する事業又は事業所に使用される者及び家事使用人 

労働基準法第９条に規定する労働者でない者（ボランティア、会社役員等） 

最低賃金法第７条の規定により、最低賃金の減額の特例を受ける者（ただし、使用者

が都道府県労働局長の許可を受けている者に限る。） 

適用公契約に係る業務に直接従事しない者（事務員、材料の製造に従事する者） 

工事又は製造の請負契約の場合における現場技術者（現場代理人、監理技術者、主任

技術者等） 

適用公契約に従事した時間が１か月当たり３０分未満の者 

 

 

 

 ６ 労働賃金基準額 

 

 

   労働賃金基準額とは、適用公契約に従事する労働者に対して支払われるべき１時間    

 当たりの労働賃金の基準額で、事業者等は、労働賃金基準額以上の賃金を労働者に支  

 払わなければなりません。 

    なお、労働賃金基準額は、草加市公契約審議会の意見を聴いた上で、市長が定め、  

  告示します。 

 

公契約の種類 勘案基準 

工事又は製造の請負契約 

公共工事設計労務単価の９０％に基づき定める

１時間当たりの金額 

 

「令和２年度労働賃金基準額」のとおり 

業務委託契約（建設関連コンサルタ

ント、土木施設維持管理を含む。） 

草加市現業職員の初任給及び他自治体の賃金水

準を勘案して得た金額 

 

「令和２年度労働賃金基準額」のとおり 
指定管理協定 

 

 ※１ 労働者と合意の下、見習い、手元等の労働者として使用者が判断する労働者の   

   労働賃金については、総務部契約課にお問い合わせください。 

  ※２ 平成２９年度以降に締結し、適用公契約の対象期間が複数年度にまたがる場合、   

   締結の翌年度以降に労働賃金基準額が改正された時は、その年度ごとに定める最   

   新の労働賃金基準額を適用します。なお、平成２９年度以前に締結した場合にお 

   いては、履行終了又は指定期間終了まで当初の労働賃金基準額を適用します。 
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 ７ 労働賃金の算出方法   

 

 

 【工事】 

   次の算式により、１時間当たりの賃金に換算します。 

    ①（[基本給相当額] ＋ ②[基準内手当] ＋ ③[臨時の給与] ＋ ④[実物給与]） 

     ÷ [１か月の所定労働日数及び１日の所定労働時間] 

       

   ①基本給（定額給）、出来高給 

   ②家族手当（扶養手当）、通勤手当、都市手当（地域手当）、住宅手当、 

    現場手当、 技能手当、精勤手当等 

   ③賞与（ボーナス等） 

   ④通勤用定期の支給、食事の支給等 

 

  

 

 【労働賃金基準額が２，２００円の場合における算出例】 

 

   基本給       ２６０，０００円        労働日数／月    ２２日 

   家族手当       ２０，０００円     労働時間／日    ８時間 

  住宅手当       ３０，０００円  

  時間外割増賃金    ３０，０００円 

  精勤手当（実物給与） ２０，０００円 

   賞与         ３０，０００円    （180,000 円 ÷ 6 月） 

   合計         ３９０，０００円    

 

    ３９０，０００円 ÷ ２２日 ÷ ８時間 ＝ ２，２１５円 ＞ ２，２００円   

    

   ※１ 賞与や通勤手当が６か月毎に支給の場合、１か月当たりに換算します。 

     

   ※１ 工事又は製造の請負契約における労働者の各手当等の詳細は、公共事業労務  

    費調査連絡協議会の「公共事業労務費調査の手引き」に掲載されている基準内  

    手当・基準外手当に準じています。 

   ※２  労働賃金確保計画書には、職種ごとに、最低賃金となる労働者の賃金単価を    

    記入します。 
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 【業務委託】 

   労働者に支払われる賃金を、１時間当たりの賃金に換算します。 

    ○時間給の場合  →  時間給額 

    ○日給の場合    →  日給 ÷ １日の所定労働時間 

    ○月給の場合    →  ①[月給額] ÷ ②[１か月平均所定労働時間] 

 

   ①月給額（基本給相当額 ＋ 諸手当） 

   基本給相当額・・・基本給（定額給）、出来高給 

   諸手当・・・都市手当（地域手当）、住宅手当、現場手当、技能手当等  

     ※ 諸手当のうち、精皆勤手当、家族手当、通勤手当は除きます。 

 

  ②１か月平均所定労働時間 

   年間所定労働日数 × １日の所定労働時間 ÷ １２か月 

  

 

  

  【労働賃金基準額が１，０００円の場合における算出例】 

 

   基本給     １６５，０００円         年間労働日数    ２５５日 

   職務手当     １５，０００円       労働時間／日     ８時間 

   通勤手当      ６，０００円 

   時間外手当    ３０，０００円  

   精勤手当     １０，０００円 

   合計       ２２６，０００円    

 

    ２２６，０００円 -（６，０００円 ＋ ３０，０００円 ＋ １０，０００円） 

   ＝ １８０，０００円 

  （１８０，０００円）÷（２５５日 × ８時間 ÷ １２か月） 

   ＝ １，０５８円 ＞ １，０００円      

   

   ※１ 業務委託契約等における労働者の各手当等の詳細は、厚生労働省のホームペ   

    ージに掲載されている最低賃金の対象となる賃金に準じています。 

   ※２  労働環境報告書には、労働者のうち最も低い労働賃金単価を記入します。 
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 ８ 労働環境報告書の作成・提出 

 

 

  適用公契約においては、事業者に労働環境報告書の作成、提出が義務付けられてお   

 ります。労働環境報告書は、労働者の労働環境の状況を把握するものであり、事業者  

 は、指定する日までに提出しなければなりません。提出された労働環境報告書は、市  

 が内容を確認し、保存します。 

  なお、労働環境報告書の内容は、事業者に雇用される労働者だけでなく、下請負者   

 に雇用される労働者を含めた状況について報告していただきます。 

  

（１）単年度契約 

回数 提出時期 提出内容 

第１回 
履行開始後、労働賃金を最初に支払った月

の翌月１０日まで 

左記の労働賃金を支払った

内容 

第２回 
履行期限後、労働賃金を最後に支払った月

の翌月１０日まで 

履行期間中すべての内容

（第１回の内容を含む） 

 

（２）複数年契約 

 

 ※１ 報告内容に変更が生じたときは、速やかに内容を変更した労働環境報告書を提   

   出してください。 

 ※２ 提出時期が土曜日、日曜日、又は祝日に当たる場合は、提出時期を翌日までと   

   します。  

 

 【単年度・対象工事の参考例】 

    契約日…６月  工期の期限…２月  

        ６月  契約月（労働賃金を支払うべき労働者等なし） 

        ７月  労働賃金を支払うべき労働者あり 

        ８月  労働賃金を最初に支払った月 

        ９月  １０日までに初回分の労働環境報告書提出 

     翌年 ２月  工期の期限 

        ３月  労働賃金を最後に支払った月 

        ４月  １０日までに第２回分提出 

回数 提出時期 提出内容 

第１回 
履行開始後、労働賃金を最初に支払った月の

翌月１０日まで 

左記の労働賃金を支払った

内容 

第２回 
毎年度終了後、当該年度の労働賃金を最後に

支払った月の翌月１０日まで 

当該年度すべての内容（第

１回の内容を含む） 

最終回 
履行期限後、労働賃金を最後に支払った月の

翌月１０日まで 

履行期間中すべての内容

（第１回の内容を含む） 
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【単年度・対象業務委託の参考例】 

    契約日…４月１日  履行期間終了日…３月３１日  

        ４月  契約月（労働賃金を支払うべき労働者等なし） 

        ５月  労働賃金を最初に支払った月 

        ６月  １０日までに初回分の労働環境報告書提出 

     翌年 ３月  履行期間終了日 

        ４月  労働賃金を最後に支払った月 

        ５月  １０日までに第２回分提出 

 

【複数年度・対象工事の参考例】 

    契約日…６月  工期の期限…翌年８月  

        ６月  契約月（労働賃金を支払うべき労働者等なし） 

        ７月  労働賃金を支払うべき労働者あり 

        ８月  労働賃金を最初に支払った月 

        ９月  １０日までに初回分の労働環境報告書提出 

     翌年 ３月  年度終了 

        ４月  前年度の労働賃金を最後に支払った月 

        ５月  １０日までに第２回分提出 

        ８月  工期の期限 

        ９月  労働賃金を最後に支払った月 

       １０月  １０日までに最終回分提出 

 

（３）労働環境報告書の提出先 

公契約の種類 提出方法 提出先 

工事又は製造の請負契約 
 

作成した労働環境報告

書は、書面により提出

してください。 

 

契約を締結する担当課 
業務委託契約（建設関連コンサルタ

ント、土木施設維持管理を含む。） 

指定管理協定 
指定管理協定を締結す

る担当課 

 

 

 ９ 労働者への周知 

 

 

  事業者は、次に掲げる事項を周知するため、作業所等の見やすい場所に掲示するか、    

 労働者に書面で交付してください。 

 

 １ この条例が適用される労働者の範囲 

 ２ 労働賃金基準額 

 ３ 申出をする場合の申出先 
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 ４ 申出を理由として、不利益な取扱いを受けないこと 

  

  ※ 資料編の「労働者向け周知様式例」を参考に、ポスターやチラシ等を作成し、   

   作業所等の見やすい場所に掲示するか、労働者に書面で交付するなど、周知を徹      

   底してください。 

 

 

 １０ 労働者の申出  

 

 

   適用労働者は、労働環境に係る事実について、市長等に申し出ることができます。   

  なお、事業者は、当該申出をしたことを理由として、当該労働者に対し不利益な取   

 扱いをしてはなりません。 

 

 １１ 聞き取り調査及び改善の指導 

 

 

  適用労働者から申出があった場合又は提出された労働環境報告書の確認をした場合   

 において調査が必要と認めたときは、市長等は事業者に対して聞き取り調査を行うこ  

 とができます。 

  市長等は、聞き取り調査を行った結果、労働環境の改善が必要と判断したときは、  

 事業者に対し改善を指導することができます。改善の指導を受けた事業者は、速やか 

 に改善を図り、労働環境改善報告書により、指定する期日までに報告しなければなり  

 ません。 

 

 

 

 １２ 不適切な労働環境等に対する措置 

  

 

   市長等は、事業者が次のいずれかに該当する場合は、草加市建設工事等請負業者指   

 名停止基準に基づき、指名停止の措置を講ずることができます。 

  

 （１）労働環境報告書を提出せず、又は虚偽の報告をしたとき 

 （２）市長等による聞き取り調査を拒み、妨げ、又は忌避したとき 

 （３）市長等による改善指導に従わないとき 

 （４）改善の指導を受けた後、労働環境改善報告書を提出しないとき 
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（資料１）適用公契約に係る手続フロー 

 

草加市 事業者 労働者 

 

    条例の目的等を事業者 

    及び労働者へ周知 

 

 

 

入札等の実施 

 

 

 

     労働環境報告書の 

        確認・保管 

 

 

      

  問題なし 

 

 

 

 

労働環境について 

    聞き取り調査 

 

 

        改善措置の 

        指導が必要? 

 

 

  問題なし 

 

 

      改善措置の指導 

 

 

 

 

        指 名 停 止        

  (改善指導に従わない等) 

 

   

    条例の目的等を労働者 

   へ周知  

 

  

      

 落札者決定・業務の履行 

 

 

 

労働環境報告書の 

作成・提出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   聞き取り調査の対応 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

        労働環境改善 

        報告書の提出 

 

 

 

 

 

 

    労働賃金の支払い・ 

    労務の提供 

 

 

 

        基準額以上 

     の労働賃金? 

 

 

                 問題なし 

 

    労働環境に係る 

     事実の申し出 
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（資料２）対象工事労働環境報告書 

（表 面） 

対象工事労働環境報告書 

         

                                      年  月  日  

 

 草加市長        あて 

              

区  分 項       目 回  答 

労働条件 

労働契約の締結に際し、労働者に対して賃金、労働時間その他の

労働条件を書面で明示していますか。 
はい ・ いいえ 

就業規則、雇用契約、労使協定等の労働条件について、適正な内

容となっていますか。 
はい ・ いいえ 

３６協定が労働基準監督署に届出されていますか。また、その運

用を含め労使協定は適正ですか。 
はい ・ いいえ 

就業規則が労働基準監督署に届出されていますか。また、労働者

に周知されていますか。 
はい ・ いいえ 

労働時間 
労働日ごとの労働時間を適正に把握し、記録していますか。 はい ・ いいえ 

休暇、休日の取得状況を把握し、適切に管理していますか。 はい ・ いいえ 

 賃  金 

賃金について、通貨で全額を、労働者に直接、毎月１回以上、一

定期日を定めて支払っていますか。 
はい ・ いいえ 

賃金台帳を作成し、労働者に給与明細書を交付していますか。 はい ・ いいえ 

時間外、休日等の割増賃金について、適正に賃金を支払っていま

すか。 
はい ・ いいえ 

当該契約における工事に主として従事する労働者の職種別の最低

労働賃金単価はいくらですか。（下請業者を含む。） 
裏面に記載 

 安全衛生 

毎年定期的に健康診断を実施していますか。 はい ・ いいえ 

事故報告書等の記録など、業務災害への対策状況は適正ですか。 はい ・ いいえ 

安全衛生管理体制は、適正に整備、運用していますか。 はい ・ いいえ 

各種保険 社会保険・労働保険への加入状況、手続の時期等は適正ですか。 はい ・ いいえ 

法定帳簿 

 の 整 備 

法定３帳簿（労働者名簿、賃金台帳、出勤簿）が整備されていま

すか。 
はい ・ いいえ 

 
  草加市と締結した契約の履行に当たり、労働基準法、労働安全衛生法その他関係法令を

遵守し、上記事項について、事実と相違ありません。なお、虚偽の報告又は報告の内容を

満たしていないと判明した場合、速やかに草加市の指導に従い、必要な措置を取ることを

誓約します。 

 

契 約 件 名  

 

所  在  地  

商 号 又 は 名 称  

代 表 者 の 氏 名                         ㊞ 

担当者・連絡先  
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（裏 面） 

労働賃金確保計画書 
 

工   種 職  種 人 数 
最低労働賃金単価 

（１時間当たり） 

施工業者名 

（元請・下請業者名） 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

 

【労働者の範囲】 

  ・本契約における工事に従事する労働者で、公共工事設計労務単価で区分される５１種 

  に該当するものを対象とします。 

 ・雇用形態（日雇、短期雇用等）に関係なく、専属的に当該工事に従事する者について 

  記入してください。 

 ・現場代理人、主任技術者、監理技術者、会社役員等は含みません。 

【最低労働賃金単価】 

 ・該当する職種ごとに、最低賃金となる労働者の賃金単価を記入します。 

【労働賃金の算出方法】 

 ・次の算式により、１時間当たりの賃金に換算します。 

  ①（[基本給相当額] ＋ ②[基準内手当] ＋ ③[臨時の給与] ＋ ④[実物給与]）  

   ÷ [１か月の所定労働日数及び１日の所定労働時間] 

       

  ①基本給（定額給）、出来高給  

  ②家族手当（扶養手当）、通勤手当、都市手当（地域手当）、住宅手当、現場手当、  

 技能手当、精勤手当等 

  ③賞与（ボーナス等） 

  ④通勤用定期の支給、食事の支給等 
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（資料２）対象工事労働環境報告書【記載例】 

（表 面） 

対象工事労働環境報告書 

         

                                  ○○年○○月○○日 

 

 草加市長 ○○ ○○ あて 

              

区  分 項       目 回  答 

労働条件 

労働契約の締結に際し、労働者に対して賃金、労働時間その他の

労働条件を書面で明示していますか。 
はい ・ いいえ 

就業規則、雇用契約、労使協定等の労働条件について、適正な内

容となっていますか。 
はい ・ いいえ 

３６協定が労働基準監督署に届出されていますか。また、その運

用を含め労使協定は適正ですか。 
はい ・ いいえ 

就業規則が労働基準監督署に届出されていますか。また、労働者

に周知されていますか。 
はい ・ いいえ 

労働時間 
労働日ごとの労働時間を適正に把握し、記録していますか。 はい ・ いいえ 

休暇、休日の取得状況を把握し、適切に管理していますか。 はい ・ いいえ 

 賃  金 

賃金について、通貨で全額を、労働者に直接、毎月１回以上、一

定期日を定めて支払っていますか。 
はい ・ いいえ 

賃金台帳を作成し、労働者に給与明細書を交付していますか。 はい ・ いいえ 

時間外、休日等の割増賃金について、適正に賃金を支払っていま

すか。 
はい ・ いいえ 

当該契約における工事に主として従事する労働者の職種別の最低

労働賃金単価はいくらですか。（下請業者を含む。） 
裏面に記載 

 安全衛生 

毎年定期的に健康診断を実施していますか。 はい ・ いいえ 

事故報告書等の記録など、業務災害への対策状況は適正ですか。 はい ・ いいえ 

安全衛生管理体制は、適正に整備、運用していますか。 はい ・ いいえ 

各種保険 社会保険・労働保険への加入状況、手続の時期等は適正ですか。 はい ・ いいえ 

法定帳簿 

 の 整 備 

法定３帳簿（労働者名簿、賃金台帳、出勤簿）が整備されていま

すか。 
はい ・ いいえ 

 
  草加市と締結した契約の履行に当たり、労働基準法、労働安全衛生法その他関係法令を

遵守し、上記事項について、事実と相違ありません。なお、虚偽の報告又は報告の内容を

満たしていないと判明した場合、速やかに草加市の指導に従い、必要な措置を取ることを

誓約します。 

 

 契 約 件 名  ○○○○○工事 
 

 所  在  地  草加市○○一丁目○○番○○号 

 商 号 又 は 名 称  ○○○○(株) 

 代 表 者 の 氏 名  ○○×○○                   ㊞ 

 担当者・連絡先  ○○×○○  ０４８－○○○－○○○○ 
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（裏 面） 

労働賃金確保計画書 
 

工   種 職  種 人 数 
最低労働賃金単価 

（１時間当たり） 

施工業者名 

（元請・下請業者名） 

 土木  普通作業員   40       2,300  ○○○○(株) 

     

     

 

 

 建設業29   公共工事設計    対象  対象労働者のう    対象労働者が所属  

  業種から   労務単価で区     人数    ち最低賃金とな     する業者名を記入 

  該当する   分される51種     を記    る労働者の賃金    します（下請業者 

 工種を記   から該当する     入し  単価を記入しま   も対象となります） 

  入します    職種を記入し     ます    す        

         ます       

   

   

 ○労働賃金確保計画書は、職種別・施工業者別に記入してください。 

 
 ○下請や再契約など関係する業者が複数者いる場合にも、労働賃金確保計画書は一枚  

     にまとめ提出してください。なお、一枚に書ききれない場合には別紙に記入の上、 

   提出してください。 

 
 

 

 

【労働者の範囲】 

  ・本契約における工事に従事する労働者で、公共工事設計労務単価で区分される５１種 

  に該当するものを対象とします。 

 ・雇用形態（日雇、短期雇用等）に関係なく、専属的に当該工事に従事する者について 

  記入してください。 

 ・現場代理人、主任技術者、監理技術者、会社役員等は含みません。 

【最低労働賃金単価】 

 ・該当する職種ごとに、最低賃金となる労働者の賃金単価を記入します。 

【労働賃金の算出方法】 

 ・次の算式により、１時間当たりの賃金に換算します。 

  ①（[基本給相当額] ＋ ②[基準内手当] ＋ ③[臨時の給与] ＋ ④[実物給与]）  

   ÷ [１か月の所定労働日数及び１日の所定労働時間] 

       

  ①基本給（定額給）、出来高給  

  ②家族手当（扶養手当）、通勤手当、都市手当（地域手当）、住宅手当、現場手当、  

 技能手当、精勤手当等 

  ③賞与（ボーナス等） 

  ④通勤用定期の支給、食事の支給等  
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（資料３）対象業務委託労働環境報告書 

 

対象業務委託労働環境報告書 

         

                                 年  月  日 

 

 草加市長        あて 

 

区  分 項       目 回  答 

労働条件 

労働契約の締結に際し、労働者に対して賃金、労働時間その他の

労働条件を書面で明示していますか。 
はい ・ いいえ 

就業規則、雇用契約、労使協定等の労働条件について、適正な内

容となっていますか。 
はい ・ いいえ 

３６協定が労働基準監督署に届出されていますか。また、その運

用を含め労使協定は適正ですか。 
はい ・ いいえ 

就業規則が労働基準監督署に届出されていますか。また、労働者

に周知されていますか。 
はい ・ いいえ 

労働時間 
労働日ごとの労働時間を適正に把握し、記録していますか。 はい ・ いいえ 

休暇、休日の取得状況を把握し、適切に管理していますか。 はい ・ いいえ 

 賃  金 

賃金について、通貨で全額を、労働者に直接、毎月１回以上、一

定期日を定めて支払っていますか。 
はい ・ いいえ 

賃金台帳を作成し、労働者に給与明細書を交付していますか。 はい ・ いいえ 

時間外、休日等の割増賃金について、適正に賃金を支払っていま

すか。 
はい ・ いいえ 

当該契約に従事する労働者で最も低い労働賃金単価はいくらです

か。  １時間当たり         円 
 

 安全衛生 

毎年定期的に健康診断を実施していますか。 はい ・ いいえ 

事故報告書等の記録など、業務災害への対策状況は適正ですか。 はい ・ いいえ 

安全衛生管理体制は、適正に整備、運用していますか。 はい ・ いいえ 

各種保険 社会保険・労働保険への加入状況、手続の時期等は適正ですか。 はい ・ いいえ 

法定帳簿 

 の 整 備 

法定３帳簿（労働者名簿、賃金台帳、出勤簿）が整備されていま

すか。 
はい ・ いいえ 

 
  草加市と締結した契約の履行に当たり、労働基準法、労働安全衛生法その他関係法令を

遵守し、上記事項について、事実と相違ありません。なお、虚偽の報告又は報告の内容を

満たしていないと判明した場合、速やかに草加市の指導に従い、必要な措置を取ることを

誓約します。 

 

契 約 件 名  

 

所  在  地  

商 号 又 は 名 称  

代 表 者 の 氏 名                         ㊞ 

担当者・連絡先  
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【労働者の範囲】 

 ・本契約における業務に従事する労働者 

 ・雇用形態（日雇、短期雇用等）に関係なく、専属的に当該業務に従事する者について 

  記入してください。 

【労働賃金の算出方法】 

 ・労働者に支払われる賃金を、１時間当たりの賃金に換算します。 

  ○時間給の場合  →  時間給額 

  ○日給の場合    →  日給 ÷ １日の所定労働時間 

  ○月給の場合    →  ①[月給額] ÷ ②[１か月平均所定労働時間] 
  

  ①月給額（基本給相当額 ＋ 諸手当） 

   基本給相当額・・・基本給（定額給）、出来高給 

   諸手当・・・都市手当（地域手当）、住宅手当、現場手当、技能手当等  

     ※ 諸手当のうち、精皆勤手当、家族手当、通勤手当は除きます。 

  ②１か月平均所定労働時間 

   年間所定労働日数 × １日の所定労働時間 ÷ １２か月 
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（資料３）対象業務委託労働環境報告書【記載例】 

 

対象業務委託労働環境報告書 

         

                               ○○年○○月○○日 

 

 草加市長 ○○ ○○ あて 

 

区  分 項       目 回  答 

労働条件 

労働契約の締結に際し、労働者に対して賃金、労働時間その他の

労働条件を書面で明示していますか。 
はい ・ いいえ 

就業規則、雇用契約、労使協定等の労働条件について、適正な内

容となっていますか。 
はい ・ いいえ 

３６協定が労働基準監督署に届出されていますか。また、その運

用を含め労使協定は適正ですか。 
はい ・ いいえ 

就業規則が労働基準監督署に届出されていますか。また、労働者

に周知されていますか。 
はい ・ いいえ 

労働時間 
労働日ごとの労働時間を適正に把握し、記録していますか。 はい ・ いいえ 

休暇、休日の取得状況を把握し、適切に管理していますか。 はい ・ いいえ 

 賃  金 

賃金について、通貨で全額を、労働者に直接、毎月１回以上、一

定期日を定めて支払っていますか。 
はい ・ いいえ 

賃金台帳を作成し、労働者に給与明細書を交付していますか。 はい ・ いいえ 

時間外、休日等の割増賃金について、適正に賃金を支払っていま

すか。 
はい ・ いいえ 

当該契約に従事する労働者で最も低い労働賃金単価はいくらです

か。  １時間当たり     ９６０ 円 
 

 安全衛生 

毎年定期的に健康診断を実施していますか。 はい ・ いいえ 

事故報告書等の記録など、業務災害への対策状況は適正ですか。 はい ・ いいえ 

安全衛生管理体制は、適正に整備、運用していますか。 はい ・ いいえ 

各種保険 社会保険・労働保険への加入状況、手続の時期等は適正ですか。 はい ・ いいえ 

法定帳簿 

 の 整 備 

法定３帳簿（労働者名簿、賃金台帳、出勤簿）が整備されていま

すか。 
はい ・ いいえ 

 
  草加市と締結した契約の履行に当たり、労働基準法、労働安全衛生法その他関係法令を

遵守し、上記事項について、事実と相違ありません。なお、虚偽の報告又は報告の内容を

満たしていないと判明した場合、速やかに草加市の指導に従い、必要な措置を取ることを

誓約します。 

 

 契 約 件 名  ○○○○○業務委託 
 

 所  在  地  草加市○○一丁目○○番○○号 

 商 号 又 は 名 称  ○○○○(株) 

 代 表 者 の 氏 名  ○○×○○                   ㊞ 

 担当者・連絡先  ○○×○○  ０４８－○○○－○○○○ 
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【労働者の範囲】 

 ・本契約における業務に従事する労働者 

 ・雇用形態（日雇、短期雇用等）に関係なく、専属的に当該業務に従事する者について 

  記入してください。 

【労働賃金の算出方法】 

 ・労働者に支払われる賃金を、１時間当たりの賃金に換算します。 

  ○時間給の場合  →  時間給額 

  ○日給の場合    →  日給 ÷ １日の所定労働時間 

  ○月給の場合    →  ①[月給額] ÷ ②[１か月平均所定労働時間] 
  

  ①月給額（基本給相当額 ＋ 諸手当） 

   基本給相当額・・・基本給（定額給）、出来高給 

   諸手当・・・都市手当（地域手当）、住宅手当、現場手当、技能手当等  

     ※ 諸手当のうち、精皆勤手当、家族手当、通勤手当は除きます。 

  ②１か月平均所定労働時間 

   年間所定労働日数 × １日の所定労働時間 ÷ １２か月 
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（資料４）労働環境改善報告書 

労働環境改善報告書 

 

                               年  月  日 

 

 草加市長       あて   

 
 
 市と契約を締結した次の工事（業務委託）における、労働環境に関する改善措置につい

ては、草加市が発注する契約に係る労働環境の確認に関する規則第８条第３項の規定に基

づき改善を図りましたので次のとおり報告します。 

 
 
 
工事（業務委託）名：                  

区分 改善措置の内容 措置日 
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（資料５）労働者向け周知様式例（工事請負契約用） 

草加市公契約基本条例に関するお知らせ 

件  名  

履行場所 草加市 

履行期間     年  月  日 ～     年  月  日 

  

  上記の業務は、草加市が定める基準額以上の賃金を適用労働者に支払うことが規定さ

れています。  

 

◆適用労働者の範囲 

 

適用労働者 

 

・正社員、日雇い労働者、パート、アルバイト、派遣労働者等雇用形

態を問わず、当該業務に従事する者（労働基準法第９条に規定する

労働者） 

・請負契約により当該業務に従事する者（一人親方） 

※見習い、手元等の労働者として使用者が判断する労働者の労働賃金 

 については、別途定める場合があります。 

適用を受けら

れない労働者 

 

・同居の親族のみを使用する事業又は事業所に使用される者及び家事

使用人 

・労働者でない者（ボランティア、会社役員等） 

・最低賃金法第７条の規定により、最低賃金の減額の特例を受ける者

（ただし、使用者が都道府県労働局長の許可を受けている者に限る。） 

・適用公契約に係る業務に直接従事しない者（事務員、材料の製造に

従事する者） 

・工事又は製造の請負契約の場合における現場技術者（現場代理人、

監理技術者、主任技術者等） 

・適用公契約に従事した時間が１か月当たり３０分未満の者 

 

◆労働賃金基準額 

 ◎適用労働者に支払われるべき１時間当たりの労働賃金の基準額を「労働賃金基準額」

といいます。 

 

 

 

◆申出をする場合の申出先 

 ◎適用労働者は、労働環境に係る事実について、市長等に申し出ることができます。 

  なお、当該申出をしたことを理由として、不利益な取扱いは受けません。 

労働賃金基準額 別表のとおり 

申出先 所在地 電話番号 

発注者 草加市総務部契約課 
〒340-8550 

 草加市高砂一丁目１番１号 

 

048-922-1129(直通) 
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（資料６）労働者向け周知様式例（業務委託契約、指定管理協定用） 

草加市公契約基本条例に関するお知らせ 

件  名  

履行場所 草加市 

履行期間     年  月  日 ～     年  月  日 

  

  上記の業務は、草加市が定める基準額以上の賃金を適用労働者に支払うことが規定さ

れています。  

 

◆適用労働者の範囲 

 

適用労働者 

 

・正社員、日雇い労働者、パート、アルバイト、派遣労働者等雇用形

態を問わず、当該業務に従事する者（労働基準法第９条に規定する

労働者） 

適用を受けら

れない労働者 

 

・同居の親族のみを使用する事業又は事業所に使用される者及び家事

使用人 

・労働者でない者（ボランティア、会社役員等） 

・最低賃金法第７条の規定により、最低賃金の減額の特例を受ける者

（ただし、使用者が都道府県労働局長の許可を受けている者に限る。） 

・適用公契約に従事した時間が１か月当たり３０分未満の者 

 

◆労働賃金基準額 

 ◎適用労働者に支払われるべき１時間当たりの労働賃金の基準額を「労働賃金基準額」

といいます。 

 

 

 

◆申出をする場合の申出先 

 ◎適用労働者は、労働環境に係る事実について、市長等に申し出ることができます。 

  なお、当該申出をしたことを理由として、不利益な取扱いは受けません。 

 

 

 

 

労働賃金基準額 ９５４円 

申出先 所在地 電話番号 

発注者 草加市総務部契約課 
〒340-8550 

 草加市高砂一丁目１番１号 

 

048-922-1129(直通) 
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草加市公契約基本条例 

 

 （目的） 

第１条 この条例は、公契約に係る基本理念を定め、市及び事業者等（事業者及び下請負

者をいう。以下同じ。）の責務並びに双方対等な立場において締結する公契約の基本

的なあり方を明らかにすることにより、市民サービスの質を向上させるとともに、地

域経済の健全な発展及び市民の福祉の増進を図り、もって地域の豊かさを創出するこ

とを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

 ⑴ 公契約 市が発注する工事又は製造の請負、業務委託その他の契約及び地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項に規定する指定管理者と締結する

協定をいう。 

 ⑵ 市長等 市長及び地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第７条に規定する 

管理者をいう。 

 ⑶ 事業者 公契約を受注し、又は受注しようとする者をいう。 

 ⑷ 下請負者 下請、再委託その他いかなる名義によるかを問わず、市以外の者から公

契約に係る業務の一部について請け負う者をいう。 

 ⑸ 労働者 次に掲げる者をいう。 

ア 事業者又は下請負者に雇用され、公契約に係る業務に従事する労働基準法（昭和

２２年法律第４９号）第９条に規定する労働者（同居の親族のみを使用する事業又

は事業所に使用される者及び家事使用人を除く。） 

イ 自らが提供する労務の対価を得るため、事業者又は下請負者との請負の契約によ

り公契約に係る業務に従事する者 

 （基本理念）  

第３条 公契約に係る基本理念は、次に掲げる事項とする。 

⑴ 公契約の過程における透明性を確保し、及び公正かつ公平な競争を促進すること。 

⑵ 公契約において良好な品質及び適正な履行を確保し、市民サービスの質の向上に

資すること。 

⑶ 市内業者の育成を図り、地域経済の健全な発展に努めること。 

⑷ 地域における雇用を促進し、及び安定させるとともに、関係法令を遵守し、労働

者の労働環境の整備を図ること。 

 （市の責務） 

第４条 市は、この条例の目的を達成するため、前条の基本理念にのっとり公契約に係る
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施策を総合的かつ計画的に策定し、及び実施しなければならない。 

２ 市は、この条例の実効性を担保するため、この条例の目的等について事業者等及び労

働者へ積極的に周知しなければならない。 

 （事業者等の責務） 

第５条 事業者等は、公契約に携わる者としての社会的責任を自覚し、誠実に職務を遂行

するよう努めなければならない。 

２ 事業者等は、前項に定めるもののほか、市が実施する公契約に係る施策に協力するよ

う努めなければならない。 

３ 事業者等は、この条例の実効性を担保するため、この条例の目的等について労働者に

周知するよう努めなければならない。 

 （入札及び契約手続） 

第６条 市長等は、入札及び契約における談合等不正行為の排除の徹底を図り、公正かつ

公平な競争を促進するとともに、契約の過程及び内容の透明性を確保するものとする。 

 （予定価格の適正化） 

第７条 市長等は、品質及び適正な履行を確保するため、取引の実例価格等を適切に反映

させた合理的な積算根拠に基づき、契約金額を決定する基準となる予定価格を算出す

るものとする。 

 （情報の公表） 

第８条 市長等は、市民への説明責任を果たすとともに、事業者等との相互の信頼を築き、

公正な公契約の実施状況を明らかにするため、公契約に関する情報を公表するものと

する。 

 （品質の確保） 

第９条 市長等は、経済性に配慮しつつ、事業者の能力、社会貢献の取組等価格以外の多

様な要素を考慮し、価格及び品質が総合的に優れた内容を評価する契約方式を活用す

るものとする。 

 （履行の確保） 

第１０条 事業者等は、適正かつ効率的な履行体制を確立させることにより、契約内容に

適合した履行を確保し、事業の質の向上に努めなければならない。 

 （労働環境の確保） 

第１１条 事業者等は、労働基準法その他関係法令を遵守し、労働者の適正な労働環境の

確保に努めなければならない。 

 （労働賃金基準額） 

第１２条 市長は、規則で定める公契約に係る事業者等が労働者に支払う賃金の基準額を

定めることができる。 

 （労働環境の確認） 
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第１３条 市長等は、事業者に対し、前２条の労働環境の確認を行うため、必要な報告を

求めることができる。 

２ 市長等は、前項の報告を受け、必要があると認めるときは、事業者に改善措置を講ず

るよう指導することができる。 

 （雇用環境の確保） 

第１４条 事業者は、継続性のある業務に関する公契約を締結する場合は、当該業務に従

事する労働者の雇用の安定及び地域の雇用の維持並びに当該業務の質の確保に努めな

ければならない。 

 （下請負者との契約） 

第１５条 事業者等は、建設業法（昭和２４年法律第１００号）その他関係法令を遵守し、

適正な元請下請関係を構築するため、下請負者と各々の対等な立場における合意に基

づいて公正な下請契約を締結するよう努めなければならない。 

 （市内業者の活用） 

第１６条 市長等は、予算の適正かつ効率的な執行に留意しつつ、地域経済の健全な発展

に配慮し、市内業者の受注機会を確保するものとする。 

２ 事業者等は、下請負者を選定するとき、又は資材等を調達するときは、地域経済の健

全な発展に配慮し、できる限り市内業者を活用するよう努めなければならない。 

 （公契約審議会の設置） 

第１７条 第１２条に規定する労働賃金基準額に関することのほか、公契約に係る重要事

項について、市長の諮問に応じ調査審議するため、草加市公契約審議会（以下「審議

会」という。）を設置する。 

 （組織） 

第１８条 審議会は、委員６人以内をもって組織し、次に掲げる者のうちから市長が委嘱

する。 

⑴ 事業者 

⑵ 労働者 

⑶ 学識経験者 

 （任期） 

第１９条 委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。ただし、委員が欠けた場合におけ

る補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 （会長及び副会長）  

第２０条 審議会に会長及び副会長各１人を置く。 

２ 会長及び副会長は、委員の互選による。 

３ 会長は審議会を代表し、会務を掌理する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。  
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 （会議）  

第２１条 審議会は、会長が招集し、会長は、会議の議長となる。 

２ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 審議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、 議長の決する

ところによる。 

 （関係者の出席） 

第２２条 審議会は、審議事項に関し必要があると認めたときは、関係者の出席を求め、

説明又は意見を求めることができる。 

 （審議会の公開） 

第２３条 審議会の会議は、公開とする。ただし、出席委員の過半数で非公開を議決した

ときは、この限りでない。 

 （守秘義務） 

第２４条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同

様とする。 

 （運営の委任） 

第２５条 第１７条から前条までに定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、

会長が審議会に諮って定める。 

 （委任） 

第２６条 この条例の施行について必要な事項は、市長が規則で定める。 

 

   附 則 

 この条例は、平成２７年４月１日から施行する。ただし、第１７条から第２５条まで

の規定は、平成２６年１０月１日から施行する。 
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   草加市が発注する契約に係る労働環境の確認に関する規則 

 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、草加市公契約基本条例（平成２６年条例第２１号）第１３条第１項

に規定する労働環境の確認について必要な事項を定めるものとする。 

 （用語） 

第２条 この規則で使用する用語は、草加市公契約基本条例（以下「条例」という。）で

使用する用語の例による。 

 （労働賃金基準額を定める公契約及び労働環境の確認を行う公契約） 

第３条 条例第１２条の規則で定める公契約及び条例第１３条第１項の規定による労働環

境の確認（以下「労働環境の確認」という。）を行う公契約は、次に掲げるとおりと

する。ただし、契約の内容、相手方等の理由により労働環境の確認の必要がないと市

長が認めるものは、この限りでない。 

 ⑴ 予定価格が１５０，０００，０００円以上の工事又は製造の請負契約 

 ⑵ 予定価格が１０，０００，０００円以上の業務委託に関する契約及び指定管理協定 

 ⑶ 前２号に定めるもののほか、適正な賃金等の水準を確保するため、市長が特に必要

であると認めるもの 

 （労働者の範囲） 

第４条 労働環境の確認の対象とする労働者は、前条に規定する公契約に主として従事す

るものとする。 

 （労働環境の基準） 

第５条 労働環境の確認は、労働基準法（昭和２２年法律第４９号）、労働安全衛生法

（昭和４７年法律第５７号）その他関係法令を基準とする。 

２ 条例第１２条の規定により、１時間当たりの労働賃金の基準額（以下「労働賃金基準

額」という。）を定めるときは、次の各号に掲げる労働者に応じ、当該各号に定める

額その他の事情を勘案するものとする。 

 ⑴ 工事又は製造の請負契約に係る業務に従事する労働者 農林水産省及び国土交通省

が毎年度決定する公共工事設計労務単価（埼玉県） 

 ⑵ 前号以外の労働者 最低賃金法（昭和３４年法律第１３７号）第９条第１項に規定

する地域別最低賃金として定める最低賃金額 

３ 事業者等は、労働賃金基準額以上の賃金を労働者に支払わなければならない。 

４ 市長は、労働賃金基準額を定めようとするときは、草加市公契約審議会の意見を聴か

なければならない。 

５ 市長は、労働賃金基準額を定めたときは、市のホームページ等により公表するものと

する。 
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 （労働環境の確認方法） 

第６条 事業者は、公契約に係る契約締結後に対象工事労働環境報告書（第１号様式）又

は対象業務委託労働環境報告書（第２号様式）（以下これらの報告書を「労働環境報

告書」という。）を作成し、市長等が指定する日までに市長等へ提出しなければなら

ない。 

２ 事業者は、報告内容に変更が生じたときは、速やかに内容を変更した労働環境報告書

を市長等へ提出しなければならない。 

３ 市長等は、前２項の規定により事業者から労働環境報告書の提出があったときは、そ

の内容を確認し、契約担当課において契約書とともに当該労働環境報告書を保存する

ものとする。 

 （不利益取扱いの禁止） 

第７条 事業者は、労働者が労働環境に係る事実について市長等に申し出た場合において、

当該申出を理由として、当該労働者に対し不利益な取扱いをしてはならない。 

 （調査及び改善の指導） 

第８条 市長等は、第６条第３項の規定により労働環境報告書の内容を確認した場合にお

いては、必要に応じて、事業者に対して聞き取り調査を行うことができる。 

２ 市長等は、前項の規定により聞き取り調査を行った結果、労働環境の改善が必要と判

断したときは、事業者に対し改善を指導することができる。 

３ 前項の規定により改善の指導を受けた事業者は、速やかに改善を図り、労働環境改善

報告書（第３号様式）により、市長等が指定する期日までに市長等へ報告しなければ

ならない。 

 （不適切な労働環境等に対する措置） 

第９条 市長等は、事業者が次の各号のいずれかに該当する場合は、草加市建設工事等請

負業者指名停止基準に基づき、指名停止の措置を講ずることができる。 

 ⑴ 第６条第１項又は第２項の規定による労働環境報告書を提出せず、又は虚偽の報告

をしたとき。 

 ⑵ 前条第１項の規定による調査を拒み、妨げ、又は忌避したとき。 

 ⑶ 前条第２項の規定による改善指導に従わないとき。 

 ⑷ 前条第３項の規定による労働環境改善報告書を提出しないとき。 

 （委任） 

第１０条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、平成２７年４月１日から施行する。ただし、第３条及び第５条第４項並
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びに次項（別表第２ ２ 附属機関の表の改正規定に限る。）、附則第３項及び第４

項の規定は、平成２６年１０月１日から施行する。 

 （草加市行政組織規則の一部改正） 

２ 草加市行政組織規則（昭和５３年規則第１１号）の一部を次のように改正する。 

別表第２ ２ 附属機関の表中 

「 

 

 

 を  

 

                               
 
                               」 
 「 

 

 

 に改める。 

 

 

                               

                                

                                                             」 

別表第３ ３ 総務部の表契約課の部中 

「○ 入札制度（水道事業に係るものを含む。）に関すること。」を 

「○ 入札制度（水道事業に係るものを含む。）に関すること。 

 ○ 草加市公契約基本条例（平成２６年条例第２１号）の規定による労働環境の確 

認に関すること。                            」 

に改める。 

 （草加市公印規則の一部改正） 

３ 草加市公印規則（平成１５年規則第２０号）の一部を次のように改正する。 

別表 ２ 職印の表に次のように加える。 

 

 

 

 

 

 

草加市特別職報酬等審議会 

草加市公務災害補償等認定委員会 

草加市公務災害補償等審議会 

草加市懲戒審査委員会 

草加市不当要求行為等・公益通報委員会 

総務部職員課 

草加市特別職報酬等審議会 

草加市公務災害補償等認定委員会 

草加市公務災害補償等審議会 

草加市懲戒審査委員会 

草加市不当要求行為等・公益通報委員会 

総務部職員課 

草加市公契約審議会 総務部契約課 

草加市公

契約審議

会会長の

印 

 て ん

書 

２１

ミリ

メー

トル

平方 

草加市公

契約審議

会会長名

をもって

発送する

文書 

１ 契約課長 
草 加 市 

公 契 約 

審 議 会 

会 長 之 印 
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 （草加市審議会等運営規則の一部改正） 

４ 草加市審議会等運営規則（平成１２年規則第３５号）の一部を次のように改正する。 

 

   別表第１中「草加市特別職報酬等審議会」を 

 

 

 

 

 

 

「 
 草加市特別職報酬等審議会 
              に改める。 
 草加市公契約審議会 
             」 
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   公契約基本条例に基づく公契約特約条項（工事請負契約） 

 

 この公契約特約条項は、草加市公契約基本条例（平成２６年条例２１号。以下「条例」という。）が適

用される公契約について定めるものとする。 

 

 （労働環境の確保） 

第１条 受注者等（条例第１条で規定する事業者等をいう。以下同じ。）は、労働基準法その他関係法令

を遵守し、労働者の適正な労働環境の確保に努めなければならない。 

 （労働賃金の支払） 

第２条 受注者等は、条例第２条第５号で規定する労働者（以下「労働者」という。）に対し、条例第１２

条で規定する賃金の基準額（以下「労働賃金基準額」という。）以上の賃金を支払わなければならない。 

 （労働環境報告書の作成及び提出） 

第３条 受注者（条例第２条第３号で規定する事業者をいう。以下同じ。）は、草加市が発注する契約に

係る労働環境の確認に関する規則（平成２６年規則第３２－２号。以下「規則」という。）第６条で規

定する対象工事労働環境報告書（以下「労働環境報告書」という。）を作成し、条例第２条第２号で規

定する市長等（以下「市長等」という。）が指定する日までに市長等へ提出しなければならない。 

２ 受注者は、報告内容に変更が生じたときは、速やかに内容を変更した労働環境報告書を市長等へ提出

しなければならない。 

 （労働者への周知） 

第４条 受注者は、次に掲げる事項を作業所等の見やすい場所に掲示し、又は書面で交付することにより、

労働者へ周知しなければならない。 

 ⑴ 条例が適用される労働者の範囲 

 ⑵ 労働賃金基準額 

 ⑶ 規則第７条の規定による申出をする場合の申出先 

 ⑷ 申出を理由として、不利益な取扱いを受けないこと。 

 （不利益取扱いの禁止） 

第５条 受注者は、労働者が労働環境に係る事実について市長等に申し出た場合において、当該申出を理

由として、当該労働者に対し不利益な取扱いをしてはならない。 

 （調査及び改善の指導） 

第６条 市長等は、労働環境報告書の内容を確認した場合においては、必要に応じて、受注者に対して聞

き取り調査を行うことができる。 

２ 市長等は、前項の規定により聞き取り調査を行った結果、労働環境の改善が必要と判断したときは、

受注者に対し改善を指導することができる。 

３ 前項の規定により改善の指導を受けた受注者は、速やかに改善を図り、規則第８条第３項で規定する

労働環境改善報告書（以下「改善報告書」という。）により、市長等が指定する期日までに市長等へ報

告しなければならない。 

 （不適切な労働環境等に対する措置） 

第７条 市長等は、受注者が次の各号のいずれかに該当する場合は、草加市建設工事等請負業者指名停止

基準に基づき、指名停止の措置を講ずることができる。 

 ⑴ 第３条第１項又は第２項の規定による労働環境報告書を提出せず、又は虚偽の報告をしたとき。 

 ⑵ 前条第１項の規定による調査を拒み、妨げ、又は忌避したとき。 

 ⑶ 前条第２項の規定による改善指導に従わないとき。 

 ⑷ 前条第３項の規定による改善報告書を提出しないとき。 
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   公契約基本条例に基づく公契約特約条項（業務委託契約・指定管理協定） 

 

 この公契約特約条項は、草加市公契約基本条例（平成２６年条例２１号。以下「条例」という。）が適

用される公契約について定めるものとする。 

 

 （労働環境の確保）  

第１条 受注者等（条例第１条で規定する事業者等をいう。以下同じ。）は、労働基準法その他関係法令 

 を遵守し、労働者の適正な労働環境の確保に努めなければならない。 

 （労働賃金の支払） 

第２条 受注者等は、条例第２条第５号で規定する労働者（以下「労働者」という。）に対し、条例第１２

条で規定する賃金の基準額（以下「労働賃金基準額」という。）以上の賃金を支払わなければならない。 

 （労働環境報告書の作成及び提出） 

第３条 受注者（条例第２条第３号で規定する事業者をいう。以下同じ。）は、草加市が発注する契約に

係る労働環境の確認に関する規則（平成２６年規則第３２－２号。以下「規則」という。）第６条で規

定する対象業務委託労働環境報告書（以下「労働環境報告書」という。）を作成し、条例第２条第２号

で規定する市長等（以下「市長等」という。）が指定する日までに市長等へ提出しなければならない。 

２ 受注者は、報告内容に変更が生じたときは、速やかに内容を変更した労働環境報告書を市長等へ提出 

しなければならない。 

 （労働者への周知） 

第４条 受注者は、次に掲げる事項を作業所等の見やすい場所に掲示し、又は書面で交付することにより、

労働者へ周知しなければならない。 

 ⑴ 条例が適用される労働者の範囲 

 ⑵ 労働賃金基準額 

 ⑶ 規則第７条の規定による申出をする場合の申出先 

 ⑷ 申出を理由として、不利益な取扱いを受けないこと。 

 （不利益取扱いの禁止） 

第５条 受注者は、労働者が労働環境に係る事実について市長等に申し出た場合において、当該申出を理

由として、当該労働者に対し不利益な取扱いをしてはならない。 

 （調査及び改善の指導） 

第６条 市長等は、労働環境報告書の内容を確認した場合においては、必要に応じて、受注者に対して聞

き取り調査を行うことができる。 

２ 市長等は、前項の規定により聞き取り調査を行った結果、労働環境の改善が必要と判断したときは、 

 受注者に対し改善を指導することができる。 

３ 前項の規定により改善の指導を受けた受注者は、速やかに改善を図り、規則第８条第３項で規定する 

 労働環境改善報告書（以下「改善報告書」という。）により、市長等が指定する期日までに市長等へ報 

告しなければならない。 

 （不適切な労働環境等に対する措置） 

第７条 市長等は、受注者が次の各号のいずれかに該当する場合は、草加市建設工事等請負業者指名停止 

基準に基づき、指名停止の措置を講ずることができる。 

 ⑴ 第３条第１項又は第２項の規定による労働環境報告書を提出せず、又は虚偽の報告をしたとき。 

 ⑵ 前条第１項の規定による調査を拒み、妨げ、又は忌避したとき。 

 ⑶ 前条第２項の規定による改善指導に従わないとき。 

 ⑷ 前条第３項の規定による改善報告書を提出しないとき。 

 （雇用環境の確保） 

第８条 受注者は、継続性のある業務に関する公契約を締結する場合は、当該業務に従事する労働者の雇 

用の安定及び地域の雇用の維持並びに当該業務の質の確保に努めなければならない。 
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   第二期草加市地元企業優先発注等に係る実施方針 

 

１ 目的 

 本市が行う物品、工事などの公共調達において、地元企業への優先発注及び地域

資源の活用を推進するため、地元企業優先発注等に係る実施方針を定め、適正な競

争原理のもと公正性を保ちつつ、地元企業の受注機会を確保し、持続的な成長・発

展を通じて、地域経済の活性化を図ることを目的とする。 

 

２ 適用対象 

  本実施方針の適用対象は、本市が行う公共調達とする。 

 

３ 目標 

 本実施方針の実施期間において、次に掲げる公共調達の分野で地元企業への件数

ベースでの発注率の目標値を目指す。 

 なお、その他の公共調達の分野においても、地元企業の受注機会を確保し、発注

率を高めるよう努めるものとする。 

 

  ・建設工事                ９５％ 

  ・建設コンサルタント等の業務委託     ７０％ 

 

４ 実施期間 

  本実施方針の実施期間は、令和２年度から令和６年度までとする。 

 

５ 公表、検証、評価及び見直し 

（１）公表 

 地元企業（市内業者・準市内業者）への件数ベースでの発注率について、年度

ごとに取りまとめ、別紙１により公表する。 

（２）実施状況の検証、評価及び見直し 

 実施状況については、「草加市入札及び契約事務改善検討委員会」において、

年度ごとに検証及び評価を行い、実効性を高めていくものとする。 

 また、目標値と実施状況の検証及び評価の結果を踏まえて、同検討委員会にお

いて必要に応じ、本実施方針の見直しを行うものとする。 

 

６ 事業者の定義 

 

業者区分 定    義 

地 

元 

企 

業 

市 内 業 者 草加市内に本社、本店を有する事業者 

準市内業者 草加市外に本店を有するが、草加市内に支社、支店、営業所等を有

し、その代表者に見積り、入札、契約、納入、代金の請求、受領、そ

の他契約履行に関する権限が与えられた者がいる事業者 

市外業者 草加市外に本社、本店を有する事業者 

 

７ 市産品の定義 

  市内の工場で生産、製造、加工されたもの、又は市内代理店等から調達されたも

 の 
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８ 実施方針 

 原則として、地元企業のうち、市内業者を選定する。ただし、市内業者で対応で

きないもの又は競争性が確保されないものについては、準市内業者、市外業者の順

に対象を拡大するものとする。 

 なお、本方針は、地元企業の受注機会の確保及び育成を図るため、地元企業への

優先的な発注を推進するものであり、本市の公共調達から市外業者を排除すること

を目的とするものではない。 

 

対象範囲 取扱要領 発注方法 

 建設工事 

(建築工事、土木 

 工事、その他の 

 工事) 

 

①  地元企業優先発注の原則 

入札参加資格者名簿（建設工事）に登載された

事業者から選定することとし､原則として市内業

者を選定する｡ 

なお、技術的難易度の高い建設工事で市内業者

では対応できないとき、又は市内業者だけでは競

争性が確保されないときは、業者の有する資格、

実績、経験等を総合的に勘案して、準市内業者、

市外業者の順に対象を拡大するものとする。 

②  分離・分割発注の推進 

事業の効率的執行及びコスト縮減を図る観点を

踏まえた上で、適切かつ合理的な範囲での分離・

分割発注に努めることにより、市内業者の受注機

会の拡大を図る。 

③  共同企業体方式の活用 

大規模工事においては、市内業者の施工能力拡

大を図るため、市内業者同士による組合せ、又は

市内業者を構成員とした共同請負を促進し、その

施工能力に応じた規模・内容の工事において建設

工事共同企業体を活用する。 

④  市内業者の活用・促進 

  市内業者の活用は、波及的な地元雇用の創出や

地域経済の活性化につながるため、下請業者（協

力業者）の選定、併せて建設用資材や建設機械の

購入又は借入に当たっては、市内業者の優先に配

慮するよう特記仕様書に記載する。 

⑤  工事発注の平準化及び計画的な発注 

工事の発注が平準化されることで、年間を通じ

た計画的な雇用や建設機械の効率的な活用、及び

経営の安定化が図られるため、前倒し発注を推進

する。 

また可能な限り計画的な発注を行い、市内業者

が十分対応できるよう、適正な工期の設定に配慮

するともに、発注にかかる工事の完了後、速やか

な支払に努めるものとする。 

⑥  地域貢献企業の評価 

  地域貢献度を評価・反映できる総合評価方式を

(1)市内業者 

    ↓ 

(2)準市内業者 

    ↓ 

(3)市外業者 
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 試行し、総合評価方式で行うすべての入札に「地

 域貢献度」を評価項目として設定する。 

また、優秀工事表彰者には、優良な事業者を適

正に評価及び経営努力を評価し、事業者の意欲向

上を図るため優先的な発注を行う。  

⑦  最低制限価格の設定                    

    市内業者の健全な育成及び適正価格での契約に

  より公共工事の品質確保を図る観点から、市内業

  者を主にした競争入札によるもので、一定額以上

  においては、最低制限価格を設定する。 

建設コンサルタン

ト等の業務委託

(建 設 工 事 に 関

 する設計、調査

 及び測量) 

 

 

① 地元企業優先発注の原則 

入札参加資格者名簿（設計、調査及び測量）に

  登載された業者から選定することとし、原則とし

  て市内業者を選定する。 

なお、技術的難易度の高い建設コンサルタント

等の業務委託で市内業者では対応できないとき、

又は市内業者だけでは競争性が確保されないとき

は、業者の有する資格、実績、経験等を総合的に

勘案して、準市内業者、市外業者の順に対象を拡

大するものとする。 

②  計画的な発注 

   可能な限り、計画的な発注を行い、市内業者が

 十分対応できるよう、適正な委託期間の設定に配

 慮するともに、発注にかかる業務委託の完了後、

 速やかな支払に努めるものとする。 

③  最低制限価格の設定 

    市内業者の健全な育成及び適正価格での契約に

  より業務委託の品質確保を図る観点から、市内業

  者を主にした競争入札によるもので、一定額以上

  においては、最低制限価格を設定する。 

(1)市内業者 

    ↓ 

(2)準市内業者 

    ↓ 

(3)市外業者 

 

その他の分野 

(物品購入、印刷

 製 本 、 修 繕 、 

 建設コンサルタン

 ト等以外の業務

 委託、土木施設

 維持管理等) 

①  地元企業優先発注の原則 

入札参加資格者名簿（物品又は土木施設維持管

理）に登載された業者から選定することとし、原

則として市内業者を選定する。 

なお、市内業者では調達や対応できないとき、

又は市内業者だけでは競争性が確保されないとき

は、業者の有する資格、実績、経験等を総合的に

勘案して、準市内業者、市外業者の順に対象を拡

大するものとする。 

②  市産品の活用 

   市が行う各種大会の記念品等の発注に当たって

  は、市産品を活用するなど可能な限り市内業者へ

  の発注に努める。 

③  印刷製本の発注 

   企画・デザインを含めて印刷業者以外へ発注す

  る場合、可能な範囲で分離発注をすることにより、

(1)市内業者 

    ↓ 

(2)準市内業者 

    ↓ 

(3)市外業者 
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 市内業者への発注に努める。  

④  長期継続契約の発注 

  継続的に発注している業務委託等で、準市内業

 者又は市外業者と契約しているもののうち、分離・

 分割した発注を行うことにより、事務の効率的な

 執行が可能なものについては、契約更新の際に市

 内業者への発注に努める。 

⑤  計画的な発注  

   可能な限り、計画的な発注を行い、市内業者が

  十分対応できるよう、適正な委託期間等の設定に

  配慮するとともに、発注にかかる業務委託等の完

 了後、速やかな支払に努めるものとする。 

小規模工事等 

 

 

 

 草加市小規模契約希望者登録業者の活用     

１３０万円以下の小規模な建設工事及び修繕の

発注において，入札参加資格を有しない草加市小

規模契約希望者登録業者を積極的に活用し，経営

支援を行うとともに受注機会の拡大を図る。 

原則市内業者 

  

９ 地元企業優先発注等に係る実施状況の確認 

 契約担当課に各課から契約の締結を依頼する場合においては、別添「地元企業優

先発注等に係る実施状況確認チェックシート」を契約担当課に提出するものとする。 

 

10 市外業者に発注を要請する場合の理由の確認 

 契約担当課に各課から契約の締結を依頼する場合において、市外業者へ発注を要

請する場合は、別添「市外業者発注依頼書」を上記「地元企業優先発注等に係る実

施状況確認チェックシート」と併せて契約担当課に提出するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



1　建設工事

件数 発注率 件数 発注率 件数 発注率 件数 発注率 件数

２　建設コンサルタント等の業務委託

件数 発注率 件数 発注率 件数 発注率 件数 発注率 件数

※[目標値]

建設工事　　　　　　　　　　　　　　　 ９５％

建設コンサルタント等の業務委託　 ７０％

※上記件数は契約課で発注した件数になります。

準市内業者発注市内業者発注

別紙１
令和　年度草加市地元企業優先発注等に係る発注率の公表について

　草加市地元企業優先発注等に係る実施方針５（１）により、下記のとおり件数ベースでの発注
率について、公表します。

地元企業発注

市外業者発注 合計

市内業者発注 準市内業者発注 計

合計市外業者発注

地元企業発注

計
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地元企業優先発注等に係る実施状況確認チェックシート 

 

 
 このチェックシートは、草加市地元企業優先発注等に係る実施方針に基づき、本市

が行う物品、工事などの公共調達において、地元企業の受注機会を確保し、地域経済

の活性化を図るため、地元企業の優先発注等に係る実施状況を確認するものです。 

 該当する項目にチェックを入れ、契約の締結を依頼する際、契約担当課に提出して

ください。 

 

   契約担当課に契約の締結を依頼された案件は、入札参加資格者名簿（建設工 

 事、設計、調査及び測量、物品、土木施設維持管理）に登載された事業者のう 

 ち、原則市内業者から選定するものとします。 

   なお、市外業者へ発注を要請される場合、別紙「市外業者発注依頼書」を作 

 成の上、本チェックシートと併せて契約担当課に提出してください。 

 

 

Ａ 建設工事（土木工事、建築工事、その他の工事） 

取扱要領に基づく内容 チェック欄 

 事業の効率的執行及びコスト縮減を図る観点を踏まえた上で、

適切かつ合理的な範囲での分離・分割発注に努めていますか。 
 はい □ いいえ□ 

 非該当□ 

 下請業者（協力業者）の選定に当たっては、市内業者の優先に

配慮するよう特記仕様書に記載していますか。 
 はい □ いいえ□ 

 非該当□ 

 建設用資材や建設機械の購入又は借入に当たっては、市内業者

の優先に配慮するよう特記仕様書に記載していますか。 
 はい □ いいえ□ 

 非該当□ 

 可能な限り計画的な発注を行い、年間を通じ平準化した工事発

注となっていますか。 
 はい □ いいえ□ 

 非該当□ 

 市内業者が十分対応できるよう、適正な工期を設定しています

か。 
 はい □ いいえ□ 

  

 

Ｂ 建設コンサルタント等の業務委託、物品購入、印刷製本、修繕等 

取扱要領に基づく内容 チェック欄 

 可能な限り計画的な発注を行い、市内業者が十分対応できるよ

う、適正な委託期間等を設定していますか。 
 はい □ いいえ□ 

    

 市が行う各種大会の記念品等の発注に当たっては、市産品を活

用していますか。 
 はい □ いいえ□ 

 非該当□ 

 企画・デザインを含めた印刷物の発注に当たっては、可能な範

囲で分離・発注に努めていますか。 
 はい □ いいえ□ 

 非該当□ 

 継続的に発注している業務委託契約等で、準市内業者又は市外

業者と契約しているもののうち、効率的な執行が可能なものにつ

いては、分離・分割発注に努めていますか。 

 はい □ いいえ□ 

 非該当□ 

注意事項 

１ 市内業者だけでは競争性が確保できないと契約担当課が判断した場合、準市内業

者、市外業者の順に発注を拡大するものとする。 

２ 本チェックシート及び市外業者発注依頼書は、各課における仕様書等の決裁過程

において添付するものとする。  
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別紙  

   市外業者発注依頼書 

 

                                    

                                    

                                     

                                     

                                     

                                     

                                     

                                     

                                     

                                     

  

 ※ 市外業者へ発注を依頼する理由（技術的難易度の高い建設工事のため、市内 

  業者では対応できない業務のため、登録業者数が限られている等）を具体的に 

記載してください。 
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   「公契約基本条例制定後の変遷」１ 

年  月 内  容 

 平成２６年 

  

 ９月 公契約基本条例の公布 

１０月 労働環境の確認に関する規則の一部施行 

 平成２７年 

  

 ３月 平成２７年度労働賃金基準額の告示 

≪工事又は製造の請負契約≫ 

 公共工事設計労務単価（埼玉県）の９０％ 

≪業務委託契約・指定管理協定≫ 

 ８９０円 

 ４月 公契約基本条例・労働環境の確認に関する規則の施行 

１１月 平成２８年度労働賃金基準額の告示 

≪工事又は製造の請負契約≫ 

 公共工事設計労務単価（埼玉県）の９０％ 

≪業務委託契約・指定管理協定≫ 

 ８９０円 

 平成２８年 １１月 平成２９年度労働賃金基準額の告示 

≪工事又は製造の請負契約≫ 

 公共工事設計労務単価（埼玉県）の９０％ 

≪業務委託契約・指定管理協定≫ 

 ８９０円 

 平成２９年 

 

 

 ４月 【改正内容】 

  対象期間が複数年度にまたがる場合、締結の翌年度以

 降に労働賃金基準額が改正された時は、その年度ごとに

 定める最新の労働賃金基準額を適用  

１１月 平成３０年度労働賃金基準額の告示 

≪工事又は製造の請負契約≫ 

 公共工事設計労務単価（埼玉県）の９０％ 

≪業務委託契約・指定管理協定≫ 

 ９１３円 

平成３０年 １１月 平成３１年度労働賃金基準額の告示 

≪工事又は製造の請負契約≫ 

 公共工事設計労務単価（埼玉県）等の９０％ 

≪業務委託契約・指定管理協定≫ 

 ９４０円 
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   「公契約基本条例制定後の変遷」２ 

年  月 内  容 

令和元年 １１月 令和２年度労働賃金基準額の告示 

≪工事又は製造の請負契約≫ 

 公共工事設計労務単価（埼玉県）等の９０％ 

≪業務委託契約・指定管理協定≫ 

 ９５４円 
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   「令和２年度労働賃金基準額」 
 
１ 工事又は製造の請負契約に係る労働賃金基準額     （単位：円/時間） 
NO  職 種 単価 NO 職 種 単価 NO 職 種 単価 

 1 特殊作業員  2,577 18 さく岩工 3,330 35 左官 2,982 

 2 普通作業員 2,273 19 トンネル特殊工 3,330 36 配管工 2,464 

 3 軽作業員 1,643 20 トンネル作業員 2,700 37 はつり工 2,790 

 4 造園工 2,284 21 トンネル世話役 3,634 38 防水工 3,207 

 5 法面工 2,869 22 橋りょう特殊工 3,432 39 板金工 3,083 

 6 とび工 2,970 23 橋りょう塗装工 3,465 40 タイル工 2,487 

 7 石工 3,027 24 橋りょう世話役 3,780 41 サッシ工 2,824 

 8 ブロック工 2,847 25 土木一般世話役 2,633 42 屋根ふき工 1,647 

 9 電工 2,610 26 高級船員 3,274 43 内装工 3,105 

10 鉄筋工 3,004 27 普通船員 2,588 44 ガラス工 2,768 

11 鉄骨工 2,790 28 潜水士 4,422 45 建具工 2,700 

12 塗装工 2,970 29 潜水連絡員 3,139 46 ダクト工 2,509 

13 溶接工 3,150 30 潜水送気員 3,139 47 保温工 2,543 

14 運転手(特殊) 2,723 31 山林砂防工 3,027 48 建築ブロック工 2,565 

15 運転手(一般) 2,374 32 軌道工 5,153 49 設備機械工 2,588 

16 潜かん工 3,342 33 型わく工 2,880 50 交通誘導警備員Ａ 1,609 

17 潜かん世話役 3,949 34 大工 2,847 51 交通誘導警備員Ｂ 1,418 

 
 
２ 業務委託契約に係る労働賃金基準額    
  ９５４円/時間 
 
 
３ 指定管理者との協定に係る労働賃金基準額 
  ９５４円/時間 
 
 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                         

                                          

                                          

       草加市公契約基本条例に関するお問合せ 

         〒３４０-８５５０ 

         埼玉県草加市高砂１丁目１番１号 

         草加市役所総務部契約課 

         電話番号：０４８－９２２－１１２９（直通） 

         Ｆ Ａ Ｘ：０４８－９２２－３０９１ 

                                                                                          

                                                                                 

  

  


